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小田原市立地適正化計画の改定について 
 

１ 計画改定の概要 

水防法改正に伴う浸水想定区域の変更に加え、都市再生特別措置法の改正により、

新たに防災指針を追加することを踏まえ、①都市機能誘導区域の拡大、②居住誘導

区域の変更、③防災指針の策定、④誘導施策の見直しを主とした計画改定を行う。 

 

２ 計画改定（素案） 

 (1) 都市機能誘導区域の拡大 

小田原市立病院は、県西二次保健医療圏における

基幹病院としての役割・機能を持つ重要な都市機能

誘導施設である。 

この建設地は、広域中心拠点である小田原駅から

約1.3kmに位置し、路線バスが１日160本運行され、

公共交通が充実し、拠点からのアクセスが容易であ

る。 

このことから、新病院建設地周辺を都市機能誘導

区域に編入する。 

 

 改定前 改定後 

都市機能誘導区域 616ha 633ha 

 

(2) 居住誘導区域の変更 

水防法の改正により、洪水浸水想定区域は「想定される最大規模の降雨」を

基にしたものに変更（最終R2.3告示）、新たに高潮浸水想定区域が設定（R3.3公

表）され、災害の危険性の高い区域を除外するため、居住誘導区域の変更を行

う。 

ア 洪水・高潮による変更の考え方 

(ｱ) 家屋倒壊等氾濫想定区域 

洪水による流速が早く人命に関わる建物倒壊のリスクが高い「家屋倒壊

等氾濫想定区域」は居住誘導区域に含まない。 

 

資料４ 

市役所 

市立病院 



 

2 
 

    (ｲ) 洪水・高潮浸水想定区域 

浸水深３m未満の場合、２階への垂直

避難による対応が可能であり、本市の

場合は浸水継続時間が３日以上継続す

る想定箇所が存在しないため、防災準

備等を２階に備えるなどにより避難生

活が可能なため「浸水深３ｍ以上の区

域」を居住誘導区域に含まない。 

ただし、洪水・高潮は気象を起因とし

たものであり、ある程度の予測が可能

であることにより、高齢者が水平移動

可能とされる避難所から500ｍの範囲

においては、浸水深３ｍ以上であって

も居住誘導区域に含めるものとする。 

 

イ 居住誘導区域（素案） 

  小田原市全域における居住誘導区域（素案）は４ページを参照 

 改定前 改定後 

居住誘導区域 2,135ha 1,896ha 

 

(3) 防災指針の策定 

都市再生特別措置法の改正により、近年の大規模な自然災害等に対応し、安

全なまちづくりに必要な策を講じるため、立地適正化計画における誘導区域内

の防災・減災対策を位置付けた防災指針の作成が新たに位置付けられたことを

受け、防災指針を策定する。 

 

 

 改定前 改定後 

居住誘導区域 2,135ha 1,896ha 
 改定前 改定後 

居住誘導区域 2,135ha 1,896ha 

 改定前 改定後 

居住誘導区域 2,135ha 1,896ha 

 改定前 改定後 

居住誘導区域 2,135ha 1,896ha 

 改定前 改定後 

居住誘導区域 2,135ha 1,896ha 

 改定前 改定後 

居住誘導区域 2,135ha 1,896ha 

【居住誘導区域設定のイメージ】 

街区内のハザードエリア全てが避難

所 500ｍ圏に位置する場合、その街区

は居住誘導区域とする。 

居住誘導区域内 区域外 
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(4) 誘導施策の見直し 

計画策定からおおむね５年が経過し、当初策定した誘導施策において完了して

いるものや、新たに必要となるものなどを整理し、誘導施策の見直しを行う。 

 

３ 今後のスケジュール 

令和４年12月 住民説明会（２回）、パブリックコメント 

令和５年１月 不動産団体への周知 

令和５年２月 都市計画審議会（計画案について諮問） 

建設経済常任委員会（計画案について報告） 

令和５年３月 計画改定・公表 

 

災害リスクのあるエリアごとに対策を位置付ける 災害ハザードと都市情報を重ね合わせる 

災害リスクがある地区を抽出 

 

【防災指針策定のイメージ】 

災害リスク対策の実施プログラムを作成 
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居住誘導区域（素案） 
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小田原市空家等対策計画の改定について 

 

１ 目的 

  本市では、平成 29年(2017年)３月に、空家等対策の推進に関する特別措置法（以

下「法」という。）に基づく「小田原市空家等対策計画」を策定し、各取組を進めて

きたが、本計画が令和４年度(2022 年度)で計画期間が終了することから空家等対

策計画の改定を行う。 

  なお、「空き家化の予防」、「空家等の流通・利活用の促進」、「空家等の適正管理の

促進」を継続して取組方針として掲げ、より実効性のある空家等対策を推進するた

め、各取組方針に係る具体的な施策の見直し及び拡充を行う。 

 

２ 概要（素案） 

(1) 基本理念及び基本方針 

 

(2) 対象とする空家等の種類 

法第２条第 1項に規定する「空家等」のうち、戸建て並びに一棟の住戸すべて 

が空き住戸である共同住宅・長屋とする。 

(3) 計画の期間 

第６次小田原市総合計画「2030 ロードマップ 1.0」と連動させ、令和５年度

(2023年度)から令和 12年度(2030年度)までの８年間とする。なお、計画は、国・

県の空家等対策の動向や社会・経済情勢等の変化を踏まえ、適宜見直しを図る。 

資料５ 

小田原市空家等対策における基本理念

空家等の所有者等

管理等の責務を果たす【意識】

事業者等、地域住民

所有者等との【協力】

行政

所有者等や関係者への【支援】

「世界が憧れるまち“小田原”」の実現

「まちづくりの目標」の達成に向けて、基本理念に基づき空家等対策を推進

流通可能な空家等

利用中

空家等が地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼさないために、適切に管理

されるよう必要な措置を講じます。

また、空家等の状態やその周辺の生活環境への悪影響の程度などを総合的に

勘案し、所有者等に対して指導、勧告、命令などを行います。

空家等を資源として捉え、その利活用を促進するため、情報の収集、整理そ

の他の必要な措置を講じます。

管理不全

空家等の適正管理の促進

空家等の流通・利活用の促進

空家等問題が発生し深刻化すると、対策が困難になることから、空家等を発

生させないため、空き家化の予防に必要な措置を講じます。

空き家化の予防
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(4) 計画の目標 

指標 基準値（令和 2年度） 目標値（令和 12年度） 

市に登録された住宅ストックの
利活用件数（累計） 

2件 １２件 

実態調査における 
管理不全の空家等件数 

88件 50件 

 

(5) 具体的な施策の体系 

 
 ３ 今後の予定 

  令和４年 12月  パブリックコメント 

  令和５年 ２月   空家等対策協議会（諮問）、建設経済常任委員会（報告） 

  令和５年 ３月  計画改定・公表 

流通可能な空家等 管理不全

空き家化の予防 空家等の流通・利活用の促進 空家等の適正管理の促

空家等所有者、固定資産税等納税者への周知、啓発

空家等の状態

基本方針

具体的な

施策

実施体制

1

空き家相談会や出前講座などによる普及啓発活動

専門家団体等との連携・空家等対策協議会・協議会小委員会

庁内組織 普及啓発部会：資産税課、地域政策課、福祉政策課、高齢介護課

適正管理部会：環境保護課、建築指導課、土木管理課、消防本部予防課

利用中

２

３

４

空き家相談窓口（ワンストップ窓口）制度による支援５

６

自治会や民生委員と連携した普及啓発活動

耐震補強等助成事業の促進

空家等に関する情報のデータベースの整備、活用７

８

９ シルバー人材センターの空家等管理業務の活用促進

既存住宅の流通促進10

セーフティネット住宅の登録の促進11

12 特定空家等に対する法に基づく措置の実施

13 建築基準法、消防法、道路法等の関係法令に基づく措置の実

空家等財産処分の促進14

条例化の検討

15

市街化調整区域の規制緩和の検討

17 管理不全の空家等の除却促進

18 重点対象地区における良好な景観及び住環境の維持

19

高齢者支援団体等と連携した普及啓発活動

空家等評価の実施、活用

空家等情報サイトの活用

16

20 空き店舗等利活用促進事業費補助金の実施
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マンション管理適正化法改正に伴う対応について 

 

１ 背景・法改正の経緯 

今後、全国的に老朽化や管理組合の担い手不足が顕著な高経年マンション

が急増する見込み※のなか、国土交通省はマンション管理の適正化に向けた

法改正を実施し、地方公共団体における関連措置の施行を推進している。 

※築 40 年超のマンション数推計：R3 103 万戸、10 年後 232 万戸、20 年後 405 万戸。 

令和４年４月 

・マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針作成 

・地方公共団体による「マンション管理適正化推進計画制度」等 施行 

 

２ マンション管理適正化推進計画の概要 

地方公共団体の作成する国の基本方針に沿ったマンション管理の適正化

に向けた計画であり、主に適切な管理計画を有するマンションの認定（管理

計画認定制度）や管理組合に対する助言等などの施策を位置付けるもの。 

本市は神奈川県(作成済)と同内容の計画を、令和４年度中に作成する予定。 

マンション管理適正化推進計画の作成意向状況 (令和 4 年 1 月 国土交通省アンケート結果 ) 

令和３年度(作成済) 45 団体（神奈川県※、厚木）※市を除く県内 14 町村区域。 

令和４年度        106 団体（横浜市、川崎市、相模原市、平塚市、小田原市） 

令和５年度以降   106 団体（茅ヶ崎市、藤沢市） 

 

３ 管理計画認定制度について 

 (1) 管理計画の概要・メリット 

   管理組合が作成する管理計画を行政が認定する制度であり、建物の管理

水準の維持向上やそれに伴う市場評価等の向上を図る。また、認定により

資料６ 
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次の支援が活用可能となる。 

  ・住宅金融支援機構融資の金利引き下げ 

フラット 35：年 0.25％引き下げ(５年間) 

マンション共用部分リフォーム融資：年 0.2％引き下げ 

 (2) 認定事務の流れ 

   申請時に管理計画と併せて市に提出される「公益財団法人マンション管

理センター」より発行される「事前確認適合通知」を確認し、認定する。

（下図参照） 

  

 

 

 

 

 

 

 

４ 小田原市における今後のスケジュール 

 令和４年 12 月  マンション管理適正化推進計画(案)のパブリックコメント 

 令和５年 １月  マンション管理士説明会 

３月末 マンション管理適正化推進計画策定 
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都市計画マスタープラン改定に係る市民意見の結果について 

都市計画マスタープランは、「市町村の都市計画に関する基本的な方針」とし
て、市町村がまちづくりの方針を定める計画であり、令和４年度末をもって計画
期間の満了を迎えるため、改定作業を進めています。 
改定に当たっては、地域別説明会及びパブリックコメントを実施し、行政案で

示すまちづくりの基本的な方針に関する意見交換を実施したものです。 
 
１ 地域別説明会について 

 都市計画法第 18 条の２第２項に基づき、地域住民のまちづくりに関する意見
を聴くため、地域区分ごとの６地域にて説明会を開催いたしました。 

（１）開催スケジュール 

日 程 地 域 会 場 

令和４年 10月 13日（木） 片浦地域 根府川公民館 

令和４年 10月 14日（金） 中央地域 小田原市役所本庁舎 

令和４年 10月 19日（水） 富水・桜井地域 城北タウンセンターいずみ 

令和４年 10月 21日（金） 川東南部地域 川東タウンセンターマロニエ 

令和４年 10月 26日（水） 川東北部地域 梅の里センター 

令和４年 10月 28日（金） 橘地域 橘タウンセンターこゆるぎ 

合 計 ６地域 ６会場 

（２）意見数  26件（14人） 

（３）内容等  【参考資料７-１】都市計画マスタープラン改定に係る市民意見 
の結果について（地域別説明会） 

区分 意見の考慮の結果 件  数 

Ａ 意見を踏まえ、政策等に反映したもの ２件 

Ｂ 意見の趣旨が既に政策等に反映されているもの 14件 

Ｃ 今後の検討のために参考とするもの ２件 

Ｄ その他（質問など） ８件 

 
  意見を反映し、計画に位置付ける方針を追記・修正するもの（２件） 

地域 No 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方 

富水

桜井

地域 

７ 栢山第一踏切におけ

る人流混雑の緩和を

図って欲しい 

Ａ ご意見を踏まえ、ボトルネックになっている踏切

の改善に向けた取組について、記載してまいりま

す。 

 

資料７ 
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川東

南部

地域 

14 激甚化・頻発化する

自然災害に備えるこ

とが重要であり、復

興事前準備に関する

取組を進めてもらい

たい 

Ａ 「都市防災の方針、復旧・復興に関わる事前準備

（P2-37）」では、「日常から災害が発生した際の

ことを想定し、どのような被害が発生しても対応

できるよう、復興に資するソフト的対策を事前に

準備する「復興事前準備」に関する取組について

検討します。」としていたところですが、自然災

害は、激甚化・頻発化していることから、早期の

対応が必要と考えますので、「着手します」に修

正します。 

 
 
２ パブリックコメントについて 

 小田原市意見公募手続条例第５条の規定に基づき、市民等に対してまちづくり
に関する意見を聴くため、意見公募（パブリックコメント）を実施いたしました。 
（１）期 間  令和４年 10月 14日（金）から令和４年 11月 14日（月）まで 
（２）意見数  75件（８人） 
（３）内容等  【参考資料７-２】都市計画マスタープラン改定に係る市民意見 

の結果について（パブリックコメント） 

意見数（意見提出者数） 75件（８人） 

 インターネット 45件（４人） 

 ファクシミリ ６件（１人） 

 郵送 13件（１人） 

 直接持参 11件（２人） 
 

無効な意見提出 ０件（０人） 

 

区分 意見の考慮の結果 件  数 

Ａ 意見を踏まえ、政策等に反映したもの 15件 

Ｂ 意見の趣旨が既に政策等に反映されているもの 16件 

Ｃ 今後の検討のために参考とするもの ９件 

Ｄ その他（質問など） 35件 
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  意見を反映し、文中の字句や図表を追記・修正するもの（10件） 

No 頁 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方 

1 1-4 国府津駅の右側に記載のある鉄

道駅は何駅ですか？ 

「JR 御殿場線が国府津駅と下曽

我駅を結ぶ」とあるが、下曽我駅

が終着駅であるような印象をう

けるので、表現を修正したほうが

よい。 

Ａ 鉄道駅の標記については、誤記である

ため、修正します。 

「JR 御殿場線が国府津駅と下曽我駅

を結ぶなど、６路線 18 駅を有してい

ます。」を「国府津駅を起点とした JR

御殿場線など、６路線 18 駅を有して

います。」に修正します。 

2 1-4 

2-7 

県道中井・羽根尾線から東に向か

う矢印（⇒）を二宮町まで延長す

る。 

Ａ ご指摘のとおり、図を修正します。 

45 2－22 （仮）秦野 SAスマート IC、（仮）

秦野 IC はそれぞれ開通して正式

名称がついているので、それに修

正してほしい。  

Ａ 「（仮）秦野 SAスマート IC」は「秦野

丹沢スマート IC」に、「（仮）秦野 IC」

は「新秦野 IC」に修正します。 

47 2－22 ターンパイクのネーミングライ

ツは、現在はマツダからアネスト

岩田になっているため名称を変

更してほしい。  

Ａ ご指摘のとおり、「アネスト岩田ター

ンパイク箱根」に修正します。 

48 2－22 南足柄市と箱根町を連絡する道

路（南箱道路）は、平成２５年時

点ではまだ整備されていないた

め、実線ではなく点線では？ 

Ａ 平成２６年時のものではなく、現時点

のものとして、図の記載を修正しま

す。 

49 2－23 交通網体系整備方針図に広域農

道（南足柄線、小田原・中井）を

追記する。図に二宮 IC のマーク

があるが「二宮 IC」の名称も記載

する。 

Ａ ご指摘のとおり、広域農道（小田原南

足柄線、小田原中井線）の路線の追加

と「二宮 IC」の名称を追記します。 

57 2－29 農地・樹園地の保全・整備に橘地

区の記載がない理由は？ 

Ａ ご指摘のとおり、地域別構想で橘地域

のまちづくりの方針においては、農地

における生産環境の保全と市民農園

など都市住民との交流を通じて、地域

の活性化を図る方針を位置付けてお

り、農地・樹林地の保全・整備は重要

な視点であると考えるため、追記しま

す。 
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59 2－29 辻村植物公園の辻の字が外字を

使用している。 

Ａ 「 村植物公園」が正式名称になりま

すので、修正します。 

62 2－33 農林業の生産環境の整備に記載

のある基幹農道とはどのような

農道か？ 

基幹農道の整備も重要だが、身近

な農道の整備（拡幅、維持修繕な

ど）により女性や高齢者の農林業

の担い手が安心して通行できる

農道であることが最も重要であ

ることから、その趣旨の記載を追

記してはどうか。 

Ａ 「基幹農道」とは、農作物を集出荷場

や各地の市場などへ運搬する際に利

用され、農作物や農業関連資材の効率

的な運搬に欠かせない道路です。 

ご指摘のとおり、「基幹農道」との区

分はせず「農道」の表現に修正します。 

71 3－25 

～ 

3－27 

橘地域について 

山間丘陵部の大部分は農地（樹園

地）でもあるので、山間丘陵部と

農地を分けた記述にする必要は

ないと思います。 

Ａ ご指摘のとおり、保安林等の山間丘陵

部における自然環境の保全に関する

記載については、「1）土地利用」から

「3）自然環境等の保全」に移行しま

す。 

 
  意見を反映し、計画に位置付ける方針を追記、修正するもの（５件） 

No 頁 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方 

44 2－21 自転車は運転者が児童、幼児、高

齢者等で車道通行が危険である

場合などやむを得ない場合に限

り歩道を走行できるものである

ため、自転車も走行できる広い歩

道を整備するのではなく、歩行者

の通行する歩道とともに、自転車

の走りやすい車道の整備をする

ように修正して欲しい。 

Ａ 自転車・歩行者ネットワークの整備方

針については、ご意見を踏まえ所管課

と調整し、「自転車も走行できる広い

歩道（自転車・歩行者道）の整備に努

めます。」から、「自転車も安全に走行

できる道路の整備に努めます。」に修

正します。 

55 2－26 市民、事業者等、行政の役割分担

や公民連携によるまちづくりの

進め方等について示し、多様な関

係者が関わるまちづくりの実現

化に向けて共通の指針とするの

であれば、二級河川に限らず、国

や県の管理する河川等について

も記載をすればよいのでは？ 

 

Ａ 中長期計画がある河川として、県が管

理する二級河川、市が管理する準用河

川等において、現在、改修等の取組を

進めている事業について記載してま

いります。 
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56 2－28 里地・里山の保全・整備について

も、保全整備の基盤となる農道整

備を記載してはどうでしょうか。 

Ａ ご指摘のとおり、「里地・里山の保全・

整備（P2-28）」において、農道整備に

係る記載を追記します。 

63 2－37 土砂災害に対する方針について

は、 遊休農地の増加、里山の荒

廃・竹林化などが土石流やがけ崩

れなど、土砂災害発生の要因にな

っていることから、里山再生等の

具体な記述が必要ではないでし

ょうか。 

Ａ 防災面における里地・里山の再生に係

る記述については、「都市防災の方針、

水災害に対する方針（P2-37）」におい

て、流域治水プロジェクトに係る記載

の中で、森林整備や治山対策を位置付

けていますが、取組内容が記載されて

おらず分かりにくいため、具体な内容

を記載してまいります。 

64 2－37 建築物の耐震化や海岸保全整備

など災害時の被害を最小限に抑

えるための対策や被災を想定し

た早期復旧・復興に向けた事前準

備の取り組みを進めていただき

たい。 

地域を挙げての防災体制の整備

としては、行政、市民、事業者に

よる 3者の連携協定を下に、自治

会地区ごとの具体的な取り組み

を積極的に進めてもらいたい。 

Ａ 自然災害は、激甚化・頻発化している

ことから、早期の対応が必要と考えま

すので、「「復興事前準備」に関する取

組について検討します。」から「「復興

事前準備」に関する取組について着手

します。」に修正します。 

 

地域ごとの取り組みとしては、災害時

の物資や一時的な避難場所の提供な

どについて、市・自治会・事業者の３

者協定を結んでおり、今後もさらに体

制を強化するため、協力事業者を募っ

ているところです。 

 
３ 今後のスケジュールについて 

令和５年２月 改定案について都市計画審議会に諮問・答申 
改定案について建設経済常任委員会への報告 

令和５年３月 計画の公表 


